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会計測定の論理構造とその特性
E藤市兵衛・橋本俊夫@早川 巌
Logical Constructs of . Accounting Measurements 
and their Properties 
1 chibei KUDO， Toshio HAS日IMOTOツ IwaoHAYAKAWA 
現代の会計理論は測定と伝達を中心に展開されてきた理論である。そこで会計測定の特性を探究す
るととは，会計理論形成の基礎を究明することにもなる。本稿では，アメリ力会計学会「会計測定の
基礎委員会」の報告書九通して，会計測定の論理構造とその特性を考察してみようと思う。会計が測
定論を離れて成り立ち得ない以上，測定論の研究は，会計理論の最も基本的研究の 1つであると思う
からである。
1. 諸論一会計測定の諸領域
学問の各分野における基礎を研究するには 2つの理
由がある。第 lの理由は，基本的な問題に焦点を合わせ
る乙とによって，その分野の現在の状態を明らかにしよ
うとすることであり，第2の理由は，長期的展望のもと
に，その分野の弱点を補正し，長所をのばすためである。
こ乙で会計測定の基礎を考察するのも，以上の2つの理
由にもとずいて，現状の解明から，将来の会計測定シス
テムが展開されるべき方向を探究しようとするためであ
る。現在の会計測定システムを考えてみると，とくに，
2つの全く異なった方向づけがある乙とに，我々は注意
しなければならない。 1つは，ある組織の内外の株主及
びその他の投資集団の持分の調和を目指し，営業活動か
ら生ずる収益ないしは利益の公平な配分を達成するため
の会計である。いま 1つは，経営管理とか投資者の意思
決定，とくに資源配分に関連した意思決定のために有用
な情報を用意する事を目指した会計である。前者を持分
会計 Cequityaccounting)，後者をオペレーショナル
・アカウンテイング COperationalaccounting)，と呼
ぶ乙とl乙しょぅt)
会計の乙れら 2つの問lζ矛盾の存在する ζとは，明ら
かである。そのような矛盾は，現行の会計測定の各種の
領域においてみられると ζろである。それは，伝統的会
計情報システムにまで昇華させるためには，どうしても
克服されなければならない矛盾である。会計測定を議論
する第 1段階として，会計測定について定義をしておく
乙とにする。即ち， ["会計測定とは，観察にもとづき，
jレーノレに従がって，ある持分の過去，別在あるいは未来
の経済事象lζ数値を割り当てる乙とであるJ:3~ また，現
在の会計測定の基礎を分析するには，いくつかの関係領
域別に分けて考えることが便利である。乙のために，会
計測定の基礎委員会は，次の7つの会計測方l乙関連する
領域を考えている。
( 1) 経済的基礎
(2) 情報的基礎
(3) 意思決定の基礎
(4) 予測のための基礎
(5) 法的基礎
( 6) 組織的基礎
(7) 論理的基礎
経済的基礎は，会計測定と測定されるべき経済事象と
の聞の相互作用を表わす。会計測定システムへのインプ
ットが，本質的lこ，経済事象であるということについて
は，我々すべての人々の同意するところである。だから，
会計測定システムで測定されるのが何であるか，を理解
する乙とが重要である。会計文献において広範囲に究明
されている伝統的会計のような，資産評価と利益決定の
諸問題だけに限定すべきではなく，意思決定のために有
用な情報提供機能という立場からの理論構成が必要なの
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である。
会計の情報的基礎として問題になるのは，経営情報シ
ステムとの比較における会計システムの特徴である。 2
種類のシステム間には，重なり合う部分も認めうるが，
それぞれが，将来も独自に存続し続けるであろう一連の
異なった特徴ももっているf)如何に情報が利用されるべ
きであるかを考えないで，情報処理を論ずる乙とは不可
能である。従って，情報処理システムと意思決定との聞
の関係が考察されるととが必要lとなる。それが意思決定
の基礎の問題である。意思決定はつねに未来指向的なも
のであるので，次lζ，会計測定の予測のための基礎とか
能力が検討されることになる。とくに問題になるのは.
未来事象の定量的予測は，言葉の真の意味において測定
であるのか，過去事象の測定とは方法論的iζ違うのか，
アカウンタントは予測の問題にもっと積極的に取り組む
べきか，という乙とである。乙 ζでも，会計の2つの分
野について分けて考える乙とが必要になる。法的基礎と
組織的基礎は，他の基礎領域とはいくらか違っている。
というのは，法的基礎と組織的基礎は，会計測定システ
ムに対する抑制として作用するものである。 (7)の会計測
定の論理的基礎は，法的ならびに組織的基礎におけると
同様に，会計測定の処理に対して抑制として作用する。
ととでは，会計測定の論理構造とその諸特性が問題にな
る。本稿ではとくにζの問題を中心lζ理論を展開する乙
とにするo
2 会計における理論と政策
会計における論理の役割を議論する前K，まず，実証
論 CPositive theory)，規範論 (normativeth巴ory¥と
政策 (Policy)との関係を考察してみよう。実証的経験
論 (Paitveempirical theory)の前提は，分析的なも
のと事実的なものの表明からなりたっている。そ乙lζは，
何ら命令的な価値判断が含まれていない。もしある理論
の前提が価値判断を課すようなととがらの表明を少なく
とも lつでも含んでいるならば，規範論になってくる。
そ乙で，規範論では，事実プラス価値判断が決定的な要
因であるのに対して，実証的経験論では事実が決定的な
要因である。両方の場合において論理の役割は同じであ
る。なぜならば，両方の場合とも，分析的命題が結論lζ
他の前提を結び.つけるために使われうるし，又両方とも，
結論に達するのに演緯的推論という過程を使うからであ
る。規範論の結論はその政策勧告となる。従がって，あ
らゆる政策の背後には理論がある ζとになる。単なる政
策勧告であろうが，採用された政策であろうが，また経
済政策であろうが，会計政策であろうが，政策は，つね
lζ，ある種の規範論の結論と解する乙とができる。すな
わち，少なくともそのうちの1つは価値判断で、あるよう
な前提の集合の結論である。しかも良い規範論であるか
悪い規範論であるかは，長期的にみて，明記された目標
が他の競合的理論によるよりも，よりよく，よりしばし
ば達成されるかど、うかによるP
会計における理論と実務との関係を，言語学と我々の
日常言語使用との関係に対比して考えてみよう。会計実
務は通常の言葉と全く同じものである。コンピューター
の言葉のような人為的言葉とは違って，会計実務は進化
の過程の産物である。新しい言葉とか，新しい言葉の使
い方が日常の言葉の中にとり入れられるように，新しい
会計実務も絶えずとり入れられ，検討されている。ある
ものは生き残っていくし，あるものは死んでしまう。
生き残っているもののうちには，現存する理論と矛盾す
るものも生れてくる。そのような場合には，理論は例外
を認める乙とiにとよつてf修彦正されるのであるi
理的経験主義者 (α10暗gi允ca討l巴mpiricist恰:s)と適常の言語哲
学者 (ωord也III回1泊ar門yla阻ngu田1泊age巴 phi日losophers)との間での
一世紀前の論争を考えてみよう。
論理的経験主義者達は自然語というものは，正規の論
理にもとずく理想語のむしろ貧弱な近似にしかすぎず，
自分達の仕事は理想語の体系を構築する乙とにあると信
じていた。
他方，通常の言語哲学者達は，自然語をそれが適切に
使われている限り，完全K容認しうるものと考えた。乙
れと同じ2つの観点が会計実務Kついてもありうるf}
自然語i乙対する 2つのアプローチの問題点を，カッツが
明白に指適している?)即ち，論理的経験主義者達は，一
般理論を構築したとはいえ，その努力を，構造が自然語
の構造に少ししか似ていない人工語についての，高度に
人為的でしかも概念的に貧弱な理論に限定した。一方，
言語哲学者の方は，言語についての事実を提示したもの
であるが，それはインフォーマルで，しかも組職化され
ていなかった。そ ζで被等が光をあてた事実の骨格は，
学問的1<':関連のある異質のデータの管理しえないほども
大きな類別からなっているにすぎなかった。問題は，会
計理論構築のためには，次の2つの質問に如何K答える
べきかという方向に展開する。即ち， (1)会計は，それぞ
れの特殊会計目的のために，それぞれ違った理論をもっ
乙とで満足すべきか。 (2)概念的に貧弱な会計理論，すな
わち，各種の目的のための用意とか，そのような目的の
達成に導くiための，特定の前提のための準備していない，
純粋に論理的なシステムである会計理論の展開を試みる
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べきであろうがjl更に，次の 2つの質問も出てくる。 (1) 
現行会計実務を理論家によって展開された規範理論と一
致するように変えるべきであるか。或いは，理論家は会
計実務と一致する理論を展開すべきであるか。 (2)理論
家は実務と理論との聞にある首尾一貫していないと乙ろ
を明らかにし，除去するように試みるべきであろうか。
ζれらの ζとがらは，会計政策の基本的問題と考える乙
ともできる。 101 乙れらの点につき，会計測定の基礎委員
会は，次のように解答する。 ~pち，最初に提起された問
題である呂的別の特殊理論か貧弱な一般理論かの問題は，
2つの思考の中間1[，乙の問題に対する解答があるとす
る。会計実務i亡見られる諸規定は，普遍性の程度の異っ
たものである。あるものは，普遍妥当なJレールと考える
だろうし，あるものは，特殊なルールと考えるだろう。
そ乙で，すべてのJレールを普遍妥当なものとみる乙とは
できないし，また，すべてのノレールを全く特殊なもので
あるとする乙ともできない。そ乙で問題になるそれぞれ
の規定の適用可能の範囲を認織し，普遍性の程度にもと
づいた階層序列の中IC:， )レールを位置づ‘ける乙とが重要
であるという乙とになるomしかしながら，乙のような
アプローチは 2番目の政策問題lζ答えていない。即ち，
乙のアプローチの仕方は，理論家によって設定された情
報目標とより一層一致するように，現行会計実務を変え
るための努力がなされるべきであるかどうかの問題には
答えていない。乙の問題lζ答えるためには，会計システ
ムの意味が理解されていなければならないので，次lζ，
ζの問題を考えてみるととにする。
3. 会計の哲学的側面
“論理"という言葉は会計士に対しては，一種独特の印
象をあたえるものである。会計士は護厳で，しかも冷静
な思考で評判するにも拘らず，論理という言葉は会計
士の多くに強い情緒的反発をもたらす。会計は記録と慣
習と判断の所産であるとされてきたが，論理の所産であ
るとはされて乙なかった。しかも，会計士のあるものは，
社会は論理の行使を好まないとすら信じている。il21乙の乙
とは，論理の意味についての誤解からきているので，乙
の誤解を解明する必要がある。
論理というのは，演線的ならびに帰納的推理の過程と
法則を取り扱うものである。そ乙で，論理とは，議論の
前提と結論との聞の証拠にもとづく結びつけの研究と定
義する乙とができる。ω しかも，論理は推論の論拠を検
討するものであり，前提の合理性を検討するものではな
い。従がって，前提lζ含まれている価値判断には論争の
余地がありえても，結論を導きだす演緯的推論ICは論争
の余地等ありえない。そ乙で，もし社会が推論の論拠i乙
無感心であるというのであれば，急速に社会自体が無力
化していく乙とになるであろう。会計においても，乙の
乙とは，真理である。そ乙で，会計は，正しい推論を適
用しなければならなし、。正しい推論の展開は，しばしば
不完全でしかも漠然としたものでありうるし，とくに，
帰納的推論が含まれる場合はそうであるが，つねに社会
的に報われるものである。そ乙で，正しい推論なしでは，
貸借対照表は作れないし，企業競争にも勝てない。近代
論理によって解明された演鐸的推論と帰納的推論の成果
がなければ，月への旅もできなかったで、あろう。したが
って会計士がその随性を克服し，近代論理学で鍛えられ
た成果を十分に発揮するに至るのは，もはや時間の問題
となりつつある，14i と会計測定の基礎委員会は指摘する。
伝統的会計の理論的基礎には，何があったであろうかと
いうととが，乙のような立場からも謙虚に反省されるべ
きである。とはいえ，会計は論理IC:関係するだけであっ
て諸前提には関係がないとする事も問題である。会計は
単なる形式的システムではない。会計は，また規範原理
でもあり，経験的内容に充ちたもので、もあるし，目的指
向的であると共に論理的推論の枠組によって結びつけら
れたものであるotl日
会計測定の基礎委員会も指摘するように，認識論が伝
統的会計士に大きな驚異をもたらしたように思える。多
くの者は，それを，会計とは無縁な哲学の深遠な分野で
あると考えていた。しかし，認識論の主要な関心事は，
事実命題の真理性を検証するととである。との事と密接
な関連のあるのは，命題，仮定，理論ないしはシステム
が，如何なる場合に容認でき，如何なる場合に容認でき
ないかを決定する基準を展開する仕事である。従がって，
会計士にとって決定的な乙とがらは，会計理論家などに
よって述べられた命題のうちの，どれが真でありしかも
実際上も重要であり，どれが偽であり，誤っているかを
知るととである。また，会計士は，どのような会計と経
営情報システムが，ある特定状態にとって認めうるもの
であり，どのようなものが採用できないかを決定しなけ
ればならない。乙のような会計の理論と実務に関係した
中心的な問題は，結局のと乙ろ，認識論IC:属する乙とに
なる。経営科学者とシステム・アナリストは，乙の10年
聞に次のような 2つの重要な認識を得る乙とができたの
である。 ~p ち， (1)認識論的研究が，経営科学の基本的問
題の証明のためには，不可欠であるということと， (2)モ
デル形成と，とくにシステムの構成が，認識論lζ新たな
展望を与えたζとである。閣との点lζ関する会計測定の
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基礎委員会の説明はB これで終jっているが，認識論の基
本的課題は 3 その浬論が対象としている現実の正しい観
念的再構成にある p ということを明白に指摘しなければ
ならない。会計学の対象は企業活動における利益と富の
測定と伝達のプロセスとそこにおける人間活動である。
しかるに，そのような対象を把握する理論構造が明確に
されていないところに，現代会計学の壁がある。
換言すれば，それは，会計理論が表わさんとしている
現実のある部分の明白な観念像がえられていないという
ζとである。また，全体的な展望のない部分的認識は s
群盲象を評するの類になることに 3 注意すべきである。
そのためにも必要なのは p 経済学lこ基礎をおく統一的会
計理論である。
4 結論 理論のフレームワーク
論理と認識論の観点から，理論は p 次のように構成さ
れるom即ち p それは， (1 )定義されてはいないが，時に
は，理論の枠内で説明される基本的用語の集合 (s巴tof 
primiti ve terms) として， (2)基本的用語或いは基本的
用語から定義つ、けられた他の用語から構成されている定
義づけの集合 (setof d巴finitions)として， (3)自明の
ことと思われるものの或いは経験的命題の場合には帰納
法によって推論される前提の集合 (setof premises) 
として， (4)前提から導き出される結論の集合 (setof 
conclusions)として理論構成がなされている。純粋に分
析的な理論，即ち，数学的論理K対立するものとして経
験的ないしは事実的理論 (empiricalor factual theor-
1巴s)の場合には p 少なくとも，基本的前提のあるものは
経験的命題から構成されるし，結論の形式的証明に加え
て，結論或いは時として前提の経験的テストが必要であ
る。すなわち，科学的論埋の展開に当たってはy まず基
礎概念を確立し p その明確な定義づけをし，対象となる
事象から帰納的に前提を導き出し F 前提から演鐸の旅を
始めて結論i乙至るのである。その全過程が帰納と演緯の
弁証法的統ーということになる。従がって，その結論は，
どのぐらい確認され，反論についての検討が何度ぐらい
なされる必要があるかについては 3 論争のあると乙ろで
あり，学問の内容によっても違ってくる。
会計学にあっては?何が基礎概念であり，どのような
前提が必要であるかすら，明らかでないのが現状である。
会計測定の基礎委員会は，この点を明白に指摘し，会計
理論改善のためには，基礎概念の研究から始めなければ
ならないとする。
さて，帰納的に観察された乙とがらから前提を導き出
す過程を考えてみよう。前述したように 3 会計測定の基
礎委員会と同じように 2 乙こでは目的別の特殊理論とか，
理論的に貧弱な一般理論を構築するととには賛成でない
ので，中間的な立場をとるととにする。すると，基本的
前提の帰納と補助的ないしは特殊な前提の帰納とを区別
しなければならなし、。会計における基本的前提ないしは
仮定 (basicpremises or assumptions)は，明らかに，
すべての会計システムに共通のものでなければならない。
もしこれが当てはまらなければ，それらは基本的前提で
もないし，会計の前提でもないであろう。そこで，われ
われにとって既知のすべての会計システムを研究し，帰
納的に，そのようなシステムのすべてから，その共通の
特徴と条件を推論する以外に方法はない。マテシッチの
18偲の仮定の集合(①貨幣金額，②時間間隔，③構造，
④二元性，③集合s ⑥経済対象物，⑦貨幣請求権の非均
等性，③経済行為者，⑨実体，⑬経済取引，⑬評価 2 ⑫
実現，⑬分類，⑭投入データ，⑮継続期間，⑬拡張，⑪
重要性3 ⑬配分)とか 3 イジリ氏の3つの公理(支配，
数量，交換)が，そのような帰納的推論の過程の産物で
あるが，必ずしも，一般の承認をえているわけではない?
とにかく P あらゆる学問の究極の土台となるものは基本
的前提(基礎的命題)であり，それらは，原初的な概念
(即ち，理論の枠組の中では定義づけられていない用語)
と言葉の結びつきから構成される。それを見い出すζと
が，実は学問を理論的l乙構成する出発点になるはずであ
る。と乙ろが，会計学iこはそれがない。しかも，注意す
べきは，最もアカデミックな学問の基礎といえども，一
見したと乙ろでは，それは，つまらないものであるよう
に思える ζとである。例えば，休止している物体は，そ
れを動かす何らかの力が働かない限りは，休止を続ける
という，ニュ←卜ンの第 1法則がそのし市、例である。従
がって，ある命題がその学問の基礎であるか否かは，命
題それ自体が重要であるとの印象を読者に与えるかどう
かにあるのではなく，その命題を否定してはその学問が
機能しえなし、かどうか (Whether or not the discipli-
ne can Continue 10 operate by denying this propo-
silio凡〉である。 :1引
補助的前提ないしは特殊な仮定 (auxili訂 ypremlS巴S
or sp巴cifichypotheses)の場合には，事情は大いに異
ってくる。それらは特定目的に結びついたものであると
か，特定モテ、ルのために規定されたものである。このよ
うな目的それ自体が，ある命令(たとえば， “長期利益
極大のもとでの投資決定のための情報をもたらすことつ
を含んだ前提で=あることを告白している。そこで，この
ような命令が，モテソレに特殊的で、しかも規範的な性格を
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与える ζとになる。凶乙乙で，減価償却仮説の場合をよ
り詳しく検討してみることによって，前述した，基本的
前提と補助的前提の関係，ならびに両者の論理展開過程
における意義を明らかにしてみようと思う。いま，基本
的前提の集合として， 1 J) ある特殊な実現仮説を求める
命題と， 1 l) ある特殊目的を求める命題があればF オベ
レーショデノレ@アカウンティングの場合には，減価償却
仮説(それはある固定資産lζ適用される実現仮説以外の
何物でもなし、)を結論として演鐸するととができる。し
かし，持分会計の場合には，基本的前提以外に付加的な
補助的前提が不可欠である。 ζのことは，次のような 3
つの情報目的を並列してみると明らかになる。目)1
(1) 投資決定のための投下資本回収経済利益率を測定
する場合 乙のような場合のオペレーショナル@アカウ
ンティングにあたっては，経済理論の前提と結論が前述
の目的仮説から採用しうることになるし，補助的前提を
導入する必要もなく，自動的に結論が出てくることにな
る。そ ζで，演鐸論が構成されるととになり，減価償却
の年金法 Cannuitymethod)が，乙の目的のためには唯
一の正しい償却法であるという結論になる。
(2) 業務上の要請と法的要請とを満足させる会計報告
書を提供する場合一乙の情報目的は持分会計にとって
典型的なものである。しかも，乙のような情報目的の場
合には数個の減価償却方法問での選択の余地がある。 tlP
ち，法的に認められている減価償却方法の中から選択す
れば情報白的に合致するのである。そこで，特定資産に
ただ lつの減価償却説だけしか認めないとするためには，
このような場合には補助的前提の導入を必要とするので
あるが，そこに持分会計の人為性がある。
(3) 長期の企業課税の支払を最低にする場合一この
第3の目的もまたB 持分会計に属するようにみえるが，
実際にはそうではない。
ζれは次の目的仮説と混同されてはならない。即ち，
税法の要請を満足さす会計報告書を提供する場合，この
場合lこは，減価償却方法の広範な選択の余地を残してい
るし p 持分会計lこ属する問題でもある。しかるに前掲の
第3の目的仮説は，最適化の問題であって，ほとんど選
択の余地のないものである。
というのは，税法によって認められているいくつかの
減価償却法が，必ずしも長期の税の支払の最低化を可能
にするものではないからである。以上のことから，次の
ような 3つの乙とがらが明らかになる。 (1) 会計的配分
の人為性の問題は，高度に特殊化したやり方で情報目的
を述べるととによって解決されうるであろう。 (2) 自由
度の程度に応じて減価償却政策は，利用可能な諸前提(
基本的ならびに補助的諸前提)から演鐸的l己決定されな
ければならないか，あるいは，法的ないしはその他の乙
とがらの考察から帰納的に決定されなければならないだ
ろう。 (3)持分会計の場合だけ，特定の仮説，例えば特
定の減価償却方法が法的要請ないしは会計実践から帰納
的l乙推論されうる。オペレ←ショナJレ。アカウンティン
グの場合には，目的を満足さすような方法だけが認めら
れるのである。
いずれにせよ，前述した基本的前提と補助的前提の区
別は，何も会計学だけに限った乙とではなし、。それは，
ほとんど、の経験科学についての方法論として認められて
いる問題である。そこで会計では，次のように言えるで
あろう。基本的仮定ないしは公理は，すべての会計シス
テムに対して同じものであろう。しかし，補助的仮定は，
異なった目的に役立つ会計システムのタイプの違いに応
じて変わってくる。基本的仮定が，会計の一般理論の適
用可能なすべての会計に共通なフレームをもたらすもの
であるのに対して，補助的命題の集合の機能は，一般理
論lこ特殊解釈を与えるととである とすれば，乙こで
注意すべきは，理論の構成にとっては，その理論が役立
つべき目的を仮定する，という前提の必要なことである。
目的が異なれば前提の異なった解釈とか，異なった補助
的前提が必要になる。オベレ←ショナjレ@アカウンティ
ングと持分会計が，方法論の観点から，それぞれ如何に
激烈に異なるものであるか，という ζとに注目していた
だきたし、。それらは，一般的には同じ実体の資料を対象
にするものであるとはいえ，明らかに，それぞれの目的
が全く違っている。そこで，会計の一般理論は，会計の
目的ないしは対象の違いを認識していなければならない231
というととになるのである。
たとえ会計理論が数学の理論のように，論浬的l乙厳密
~L構成されうるかどうかは疑問であるとしても，現行会
計実務がより首尾一貫したものになるためには変革され
なければならないであろう，と会計測定の基礎委員会は
主張する。そしてまた，論理的ならびに目的論的首尾一
貫性について会計のもつ弱点は，おそらく，将来の会計
が直面しなければならない，唯一の最も重要な問題であ
る。両方の首尾一貫性を強化するための努力がなされる
のでなければ，会計理論は本質的に実務のっき、はき、だら
けの寄せ集めと説明にすぎなくなるであろう 2~ ともい
う。まことに適確な指摘である。来たるべき10年ないし
は20年の間K，会計理論と会計実務は両方とも，かなり
の程度の変革に見舞われるだろう。オベレーショナノレ・
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アカウンティングとか経営情報システムならびに科学的
管理技法の出現が，ほとんど専ら持分会計の方のみを指
向していた伝統的会計P=，新たな来訪者IC適切な地位を
与えるととを要求するのである。新たな指針が必死にな
って求められているのであるが，それは，会計の2つの
違った方向づけをもっている領域を，理論と実務の両方
において，調和のとれたシステムの中に組み込む乙とが
必要であるからである。理論では，伝統的会計のために
だけ展開されたものよりも，より高いレベルでの概念と
前提の集合が必要とされている。実務では，財務情報に
対する内外からの不断iζ増大する需要を，会計部門ない
しはコントローラ一部門が情報要求の洪水に溺れてしま
う前IC，なんとかして規制しなければならない，聞とい
うのが現代会計学の緊急課題である。
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